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1 事業の成果
(1)事業概要

各事業を下記の通り報告する。なお、政策提言事業については本年度実績がないため割愛する。

■調査研究事業

研究会活動として、 ド記の取り組みを行った。
自転車まちづくり研究会では逗子市で「自転車逃げ地図づくり」を実施し、防災と自転車活用に関す

る発信を行った。街づくりAI研究会では、AI技術がまちづくりや表現活動に与える影響について研

究した。女性とまちづくり研究会では、「日常ともしもの間にある公園」をテーマにアイデアソンを開

催し、公園のあり方について議論を行った。コモンズ研究会では、「コモンズ型まちづくり」の構想検

討や地域支援を進めた。パブリック・ライフ研究会では、定例会や視察に加え、「Pubi Lfe展 」を開

催し、研究成果の発信を行った。外国人支援居住研究会では、居住支援モデルの構築に向けた検討を

進めた。

受託事業では、日立駅周辺地区におけるエリアプラットフォーム案や未来ビジョン骨子の検討支援、

社会実験を実施したほか、全国まちづくり会議のフォーラムヘ講師を派遣し、まちづくり活動への助

言を行った。

■普及・啓発事業

総会後シンポジウムでは「能登半島型復興を考える (その 2)～今、地域が求めること。支援とは '
～」を開催し、輸島市黒島地区や門前地区での復興支援の取り組みや課題について報告を行った。ま

た、「能登半島型の支援者・プランナーの役割」をテーマに意見交換を行い、中間支援や今後の地域支

援のあり方について議論を深めた。

JSIItP AWA:RD 2025では、「優良かつ先導的な地域まちづくりの発掘」と「次世代プランナーの育

成 。参画機会の創出」を目的に実施した。全国から 15団体の応募があり、会員投票やプレゼン審査を

経て最優秀賞を決定し、各地の先進的なまちづくり活動の発信と交流を図った。

また、2025年 10月 18日・19日 に芝浦工業大学大官キャンパスにて「全国まちづくり会議 2025m

埼玉」を開催 し、延べ 600名 が参加した。「日常にきらめく魅力～埼玉から愛をこめて」をテーマに、

地域の日常に根ざした魅力やまちづくりの実践について、全国の参加者と共有した。

防災逃げ地図士認定登録事業では、「防災逃げ地図士」の認定やワークショップを継続実施するとと



もに、関係団体との連携や交流活動を進めた。さらに、実践事例をまとめた書籍『実践 !「逃げ地図」

ワークショップ』を刊行した。

各支部の活動については以下の通り。

北海道支部では、支部活動の再始動とネットワーク形成を目的に勉強会を開催し、北海道における

都市計画やまちづくりについて議論を行うと共に 2026年度の全国まちづくり会議に向けた企画検討

を進めた。

積丹支部では、地域関係者による交流会を開催し、積丹町の現状や地域活動について意見交換を行

った。

静岡支部では、「新居宿まち歩き (ま ちなみXお茶)」 を実施 し、新居宿周辺の歴史的な町並みや地域

活動を見学するとともに、参加者同士の交流を行った。

東海支部では建築・都市計画・ランドスケープ等の実務者によるネットワーク「TAUT:」 の設立に向

けた活動を開始、企画会議やミーティングを開催した。

広島支部では、福山市にてまち歩きとトークイベントを開催 し、地域のまちづくり活動や関係者と

の交流を行った。

福岡支部では、幹事会やまちあるき、トーク企画の収録などを実施し、まちづくリアーカイブ作成や

情報発信に向けた取り組みを進めた。

■支援・協力事業

地域主体のまちづくり推進事業では、JSIЛtP設立以来の「草の根まちづくり」の理念に基づき、地

域主体のまちづくり活動を支援した。2025年度は国土交通省補助事業を活用し、平塚駅周辺地区およ

び湘南台駅周辺地区において、専門家派遣やワークショップ支援、社会実験への助言などを行い、エ

リアマネジメン トやウォーカブルなまちづくりの推進を支援した。

まちづくり相談事業では、群馬県東吾妻町において理事によるまちづくり講演を実施したほか、大

和市つきみ野地区のミニシンポジウムヘの参加や継続的な相談対応を行った。

休眠預金等活用事業 (沖縄)では沖縄県労福協、NLCと のコンソーシアムにより、休眠預金等活用

事業の資金分配団体として支援を実施 した。「住まい」と「働く」をテーマに、実行団体への伴走支援

や組織基盤強化、交流会・成果報告会の開催などを行い、多分野連携による地域支援を進めた。

また能登半島被災地の復興支援では、休眠預金等活用事業を活用し、黒島地区における地域運営体

制づくりを支援したほか、国土交通省都市局補助事業として、輸島市門前町 「総持寺通り周辺地区エ

リアプラットフォーム」の復興ビジョン検討に協力し、地域での意見交換会運営などを行った。

東海支部メンバーを中心に取り組んだ内閣府コミュニティ防災事業では、二重県尾鷲市三木里地区

において「逃げ地図」を活用した防災まちづくり活動を実施し、ワークショップや防災訓練等を行っ



た 。

口人材育成・研修事業

2026年 1月 に「都市計画 。まちづくり就職相談会」を開催した。対面とオンラインを併用したハイ

ブリッド形式で実施 し、8社が参加、学生を中心に約 40名が参加した。

o職能確立事業

都市計画コンサルタント優良業務登録事業 (ejob事業)では、優良業務の登録・公表に向け、運営委

員会および事務局会議を継続的に開催した。

認定都市プランナー制度では、関係機関と連携し認定審査や登録更新を実施した。本年度は認定都

市プランナー、認定准都市プランナーともに応募者数が増加し、2025年 3月 時点の登録者数は 635名

となった。

■国際交流事業

国際交流委員会では、GPN(Global Planners Network)に 加盟し、国際交流の基盤強化を進めた。

また、全国まちづくり会議では海外の都市計画専門家を招いたセッションを開催し、国際的な意見交

換を行った。

●情報発信事業

広報活動では、協会内活動の情報収集を行い、理事間の情報共有を目的とした Webページ「JSuF
PORT´L/JSIЛtP■MES」 を整備した。また、活動実績を踏まえ、Webサイ トの更新・改修を実施

するとともに、SNSや no∞ を活用した情報発信を行った。
広報誌「PI」NNERS」 では、編集体制を更新し、冊子版を 4号発行した。各号では、まちづくり活

動や復興支援、休眠預金等活用事業、全国まちづくり会議などを特集 した。

メルマガは、正会員やイベント参加者等に向けて月 2回程度配信し、協会主催事業の案内や活動報

告、関連情報の発信を行った。

交流活動として J'sカ フェでは、都市計画・まちづくりに関心のある人々の交流の場として、トーク

イベントや交流会を開催した。「再開発とエリアまちづくり」「街とその不確かな森」「“町会"リ ノベー

ション」などをテーマに実施したほか、第 1回 JSIЛtP交流パーティを開催し、会員や参加者同士の

交流を促進した。



I事業費収支の動向】

事業費収支については、前年度の 96.8万 円の剰余から2025年度は 98.3万 円の不足へと転じ、 前年比

で 195.1万 円のマイナスとなった 。

この要因の 1つ として 2024年度はコンテナ購入費を資産計上していたことが大きいと伺える。

能登半島による復興支援活動は、当年度は社会的役割を果たすべく助成金を活用し 2地域での支援体制

を構築した。しかし支援活動を積極的に行うことは旅費交通費等が嵩むことで、計画を卜回る不足分が生じ

る結果となった。

〔管理部門の支出】

2025年度の管理部門支出 (経常費用)は、前T度の 987.7千円から1180.8万 円へとなり、193.1万円の増

加 した 。この一因として、会計 卜の管理部門から各事業費へ按分 (振替)してきた経費が 2024年度 666.1

万円に対 し 2025年 度は 258.8万 円に留まった。この技分額の大幅な減少により、管理部門が直接負担す

る費用が増加した。また、前述のコンテナ購入に伴 う減価償却費 (3■ 6万 円)等の計上も、支出増に影響し

ている。

【会費・寄付金の収支】

全国まちづくり会議実行委員会や各理事の精力的な活動や早期の取り組みが功を奏し、「寄付・協賛金」

は 2024年度実績より約 60万円増加した。一方で、会員数の減少に伴い全種別で会費収入が落ち込んでい

る。「会費・寄付金」の総額は、2024年度の 1,196.5万 円か 1,170.5万 円へと26万円減少しており、基盤

となる安定財源の確保が引き続き課題となっている 。
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■財務構造の報告

I収支構造の概況】

2025年 度の全活動収入は 5297.8万 円となった。収入構成は、受託事業や助成金を中心とした「事業収

益」が約 8割 (78%)、 会員による「会費・寄付金」が約 2害11(22%)を 占めており、外部資金を活用しな

がら事業を推進する収益構造となっている。

なお、2025年度の最終収支 (当期正味財産増減額)は、173.7万 円の不足となった。
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(2)実施体制

o運営体制の報告

【会員】

2025年度末の会員総数は401名 団体となり、昨年 415名 団体よりも 14名 団体減少した。

新規入会者は 12名 団体で、うち正会員3名 、賛助個人8名 、団体贅助会員 1団体であった。退会者はあ

名団体で、内訳は正会員 11名 、賛助個人 10名 、学生 1名 、終身 1名、団体賛助会員 3団体であった。退

会理由は退職・異動や種日変更 (正会員→賛助個人)、 まちづくりの活動から離れた等であった。

【理事会】

2025年度は、 日本都市計画家協会運営に関して実質的な議論を行うための理事会を原則として_ヶ 月に
一回 (但 し年度末は毎月開催)と し、年 9回開催 した。オンラインと事務所参加によるハイプリットでの

会議が定着化 したが、在京理事中心に出来る限リリアル参加を求めた。

○各支部活動

各支部において地域特性を踏まえた交流・学習 。ネットワーク形成が進められた。

○研究会活動

2025年度は、各研究会において、まちづくりの新たなテーマや実践領域の開拓に取 り組んだ。

【各種委員会/部会】

Э各種委員会′タスクフォース等の活動

2025年度は、各種委員会・
′

「

等において、復興支援、国際交流、顕彰事業、全国会議、企業連携等の取

組を進めた。

○各部会の活動

2025年度は、各部会において、地域支援、人材育成、広報交流、受託事業の各面から協会活動を推進し

た。
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【執行部 :4役 (会 長・副会長・専務理事・常務理事)・ 事務局長】

2025年度は前事務局長、及び事務局員の退職、新事務局員の若任 とその後の体業、新事務局員
~名
の定

期採用、同事務局員の離職と、事務局機能の連続的な危機状態が続いた。その全てが突発的な事象ではなく、

予め告知されたこと、あるいは予測可能なことであったにも係わらずその抜本的な解決を図ることが出来

ず、この間、複数の有志理事の多大なるご協力と、前々事務局長の一時的兼任により、危機的状況を凌いで

いるところである。

この状況は、事務局長不在、事務局業務軽減措置など、会計期を超えてなお、依然として続いており、執

行部をはじめ、理事会全体で議論を続けている。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 23,370千 円)

支援・協力事業 事業内容 実施同時 実施場所

従事者

の人数

受益対

象範囲

受益対

象人数

支払額

(円 )

調査研究事業

女性 とまちづくり研究会

第 14回研究会「日常とも

しもの間にある公開」第

1回 【ふだんの暮らしに

寄りそう公園〕を開催

2025年

ll月 5日
オンライン 0人

約 15

名

0

調査研究事業

女性 とまちづくり研究会

第 15回研究会「日常とも

しもの間にある公周」第

2回 【もしもの時に頼れ

る公園1を 開催

2025年

12月 3日
オンライン 0人

約 15

名

0

調査研究 ."業

街づくり AI研究会

第
"同
街づくりAl研究

会 令和 7年 12月 26日

「星空のパーチャル リ

アリテ ィ」

12月 26ロ Z00M 6人 0

調査研究 ,業

街づくり AI研究会

第 21回街づくりAI研究

会 令和8年 3月 Ю 曰

「メディア・アート発展

σ)30`li」

3月 30日 Z00M 7人 0

調査研究事業

これからのまちづくり研究会

調査研究

事業

定例会議 :全 ll回

(開催 日は上記の

1:記 の

通 り

sango,

watage
60人 0



支援・協力事業 事業内容 実施 同時 実施場所

従事者

の人数

受益対

象範囲

受益対

象人数

支払額

(円 )

パブリックライフ研究会 通 り.従業者は述べ人

数 )

調査研究事業

バプ リックライフ研究会

現地視黎 :1回

(静岡県■島市)

3月 28日
~島
‖i 7人 0

調査研究事業

ハプ リックライフ研究会

対外的なプログラム

Public Life展 示
9/27～ 10/4

sangO.

watagO
8人 0

調査研究事業

コモンズ研究会

研究会 (綾瀬市まちづく

り研究会合同総会 )

11.22 海老名市 4人 25人 20,000

調査研究事業

コモンズ研究会

研究会 12.10 JSt RP事 務所 5人 5人 0

調査研究事業

コモンズ研究会
研究会 (幹事会 ) 12. 11

東京駅内事務

所

3人 3人 0

調査研究事業

コモンズ研究会
研究会 (幹事会 ) 12.25 同  上 3人 3人 0

調査研究事業

コモンズ研究会

研究会 1. 16 JSじRP事務所 6人 6人

調査研究事業

コモンズ研究会
研究会 2.19 JSじ RP事務所 5人 5人 0

調査研究事業

外国人居住支援研究会

活動の企画案の検討を

継続 している。

調査研究事業

自転中まちづくり研究会

自転車まちづ くり研 ×

逃げ地図研究会 コラボ

企画 「自転卓逃げ地図

を作ってみよう」

2025.8.4
神奈川県逗子

市

4人 公 開 14人 43,864

調査研究事業

自転車まちづくり研究会

逗 子 カ ー フ リー デ ー

2025(ト ー クセ ッショ

ン )

2025.9.23
逗子駅前特設

ブース
1人 公 開 200人

受託 事業

令和 7年度日立駅周辺地

区エ リアプラットフォー

ム及び米来ビジョン検討

支援業務委託



支援・協力事業 事業内容 実施 日時 実施場所

従事者

の人数

受益対

象範囲

受益対

象人数

支払額

(円 )

受話事業

ア ドバイザー派遣業務

(全国まちづくり会議 )

政策提言事業

普及・啓猪事業

総会後シンポジウム「能

登半島型復興を考える」

総会後シンポジウム「能

登半島型復興を考える

(その 2)～今、地域が

求めること・支援とは'

～」

6月 21ロ
シテ ィラボ東

京

7人 50ノ、 0

普及・啓発事業

日本都市計画家協会賞

全 国 ま ちづ くり会議

2025in埼玉での公開審

査会

10月 18日

芝浦 工業大学

大官 キャンパ

ス

4人 5人

普及・啓発事業

全国まちづくり会議

全 国 ま ちづ くり会議

2025 in埼 玉

2025.10. 18-

19

芝浦工大大官

キャンパス

役員、

実行 委

員会、

学生委

員会計

約 60

人、学

生委員

会計約

60人

参加者

延べ約

600人

1,190,988

普及・ 啓発事業

防災逃げ地図士認定登録

事業

第 2期 夏 防災逃げ

地図士の審査・認定

8月 16日 オ ンライン 14 人 般 18人 180.000

普及・啓発事業

防災逃げ地図士認定〈′録

事業

第 2期 冬 防災逃げ

地図士の審査・認定

1月 15日 オンライン 14人 一 般 26メ、 250,000

普及・ 啓発事業 宇都官 il:民大学 (専,1講 6月 3日 、 人材かがや き 4人 ―般 18人



支援・協力事業 事業内容

座)逃げ地図づくり

実施 同時

10日 、 17

日 、 21 ロ

実施場所

セ ンター

従事者

の人数

受益対

象範囲

受益対

象人数

支払額

(円 )

防災逃げ地図十認定登録

事業

普及・啓発事業

防災逃げ地図 1:認定登録

事業

認定逃げ地図体験ワー

クショップ in有 田
7月 lH 有田市社協 1人

福祉職

Ft・
~

般 福

祉職

10人 0

普及・啓発事業

防災逃げ地図 1:認定登録

事業

認定逃げ地図ワークシ

ョップ in京都 (委託事

業 )

7月 28日
損保ジャハン

京都支店

3人

損保 ジ

ャバン

社員

65人 170,000

普及・啓発 ,業

防災逃げ地図■認定躍録

事業

自転車による逃げ地図

ヮークショップ

(自 転車まちづくり研

究会との協働白主企画)

8月 2日 逗子市内 2人 一般 11人 0

普及・啓発

'来
防災逃げ地図士認定子録

事業

認定逃げ地図体験 ワー

クショップ in大阪
8月 7ロ

日本ミクニヤ

贈大阪支店

1人
社員・

一般

9人 0

普及・啓発事業

防災逃げ地図士認定登録

事業

認定逃げ地図ワークシ

ヨンプ in尾 鷲

(内 閣府コミュニティ

防災教育事業として開

催 )

10月 10ロ
1日 三木里小学

校

4人
一般・

学生

20人 0

普及・啓発■業

防災逃げ地図士認定登録

事業

防災逃げ地図士交流会

(全国まちづくり会議)

10月 19ロ 芝浦 二業大学 12人 一般 30人 0

普及・ 啓発 r業

防災逃げ地図士認定登録

事業

認定逃げ地図ワークシ

ョップ in尾驚

(内 閣府コミュニティ

防災教育事業として開

催 )

11月 2日
IH三木里小学

校

4人
般

学 生

1 人 0

普及・啓発事業

防災逃げ地図士認定登録

事業

認定逃げ地図ワークシ

ョップ (明治大学*草苑

学園 )

11月 15ロ 草苑学園 6人 学 生 16人 0



支援・協力事業 事業内容

認定逃げ地図ワークシ

ョップ in浜 田

(内 閣府コミュニティ

防災教育事業として開

催 )

実施 同時

12月 6日

実施場所

石央文化ホー

ル

従事者

の人数

1人

受益対

象範囲

一般・

学生

受益対

象人数

22人

支払額

(円 )

0

普及・啓発髯業

防災逃げ地図■認定登録

事業

絆及・啓発事業

防災逃げ地図■認定登録

事業

認定逃げ地図体験ワー

クショップ in明治大学

12月 24日 明治大学 2人
般

学生

12人 0

普及・啓発事 業

防災逃げ地図士認定登録

事業

教育団体向け逃げ地図

ワークショップ (草苑学

園 )

12月 24口 車苑学園 26人 学 生 180人 204.000

普及・啓発事業

防災逃げ地図士認定登録

事業

防災逃げ地図■地域交

流集会 in京 都

(セ コム科学技術振興

財団助成事業 )

1月 17日
京都経済セン

ター
10人 般 45人 259,000

普及・啓発事業

防災逃げ地図士認定登録

事業

認定逃げ地図ワークシ

ョップ

(兵庫県子ども会連合

会十宝塚市子ども会主

催 )

2月 23日
宝塚市立中央

公民館

1人
般

29人 0

普及・啓発事業

防災逃げ地図士認定登録

事業

逃げ地図づ くり体験ワ

ークショップ (損保ジャ

パン)

通年

計 45回

損保ジャパン

各支店

損保 ジ

ャパン

社員

1.856

人

0

普及・啓発事業

支部連携事業

北海道支部 2の5勉強

会①

2025年 6月

23 日

札幌市 5人 6人

普及・啓発事業

支部連携事業

北海道支部 2唸5勉強

会②

2025年 10

月 14日
札幌 市 4人 6人

普及・啓発事業

支部連携事業

北海道支部 2025勉 強

会③

2025年 11

月 14日
札幌市 5人 6人

普及・啓発事業

支部連携 事業

北海道支部 2鯰5勉強

会①

2026年 1月

9日
札幌市 5人 9人

普及・ 啓発事業 北海道支部 2″5勉強 2026年 2月 札幌市 4人 7人



支援・ 協力事業 事業内容

会⑤

実施 日時

6日

実施場所

従事者

の人数

受益対

象範囲

受益対

象人数

支払額

(円 )

支部連携事業

普及・啓発事業

支部連携事業

広島支部 J'sカ フエ福

山

11月 23ロ 福山市 3人 11人 17,500

普及・啓発事業

支部連携事業

積丹支部 支部総会・交

流会①

2026年 6月

26 日
札幌市 3人 7人

普及・啓発事業

支部連携事業

積丹支部 交流会②
2026年 1月

13 日

札幌市 2人 7人

普及・啓発事業

支部連携事業

福岡支部 日本都市計

画家協会福岡支部幹事

2025/5/21

18:00

福岡市中央区 9人 0

普及・啓発事業

支部連携事業

福岡支部 みんなのま

ち 5́く リトー ク 
2025/7/18

17:30
福岡市西区 20ノ、 0

普及・啓発事業

支部連携 事業

福岡支部 みんなのま

ちづくリトーク 
2025■ 1/18

18:00
福岡市西区 20人 0

普及・啓発事業

支部連携事業

福岡支部 アーバンデ

ザイン会議九大第 71回

後援 講師

2025・ 12/26

16: 30
福岡市西区 2人 50人 0

普及・啓発事業

支部連携事業

福岡支部 日本都市計

画家協会福岡文部幹事

2026/1/26

18:00
福岡市中央区 9人 0

普及・啓発事業

支部連携事業

福岡支部 ブヽ幡東出来

来共創会議

2025/7/15

15100～

北九州市人幡

東区

1人 15人 0

普及・啓発事業

支部連携事業

福岡支部 アーバンデ

ザイン会議九大第 72回

後援 講師 :

2025/2/2

16: 30

福岡市西区 2人 40人 0

普及・啓発事業

支部連携事業

福 岡 支部 みんなのま

ちづ くリ トー ク 
2026/2/17

17:00
福岡市西区 10人 0

普及・啓発事業

支部連携事業

福岡支部 仮称)福岡の

まちづくリアーカイブ

2026/2/9

14:00
福岡市西区 2人 40ノ、 0



支援・協力事業 事業内容

検討会

実施 同時 実施場所

従事者

の人数

受益対

象範囲

受益対

象人数

支払額

(l11)

普及・啓発事業

支部連携事業

福岡支部 アーバンデ

ザイン会議九人第 72回

後援 講師 :

2025/2/2

16: 30
福岡市西区 4人 0

普及・啓発事業

支部連携事業

福岡支部 高見二条ま

ちなみ点検 第 1回

2025/2/22

10::00

北九州市人幡

東区

2人 150人 0

普及・啓発事業

支部連携事業

高福岡支部

ちなみ点検

見」条ま

第 2回

2025 11/15

101:00

北九州市人幡

東区

2人 150人 0

普及・啓発事業

支部連携事業

静岡支部 新居宿まち

歩き

2025年 5月

25 日

静岡県

湖西 |ド
9人 9人 4.200

普及・啓発 事業

支部連携事業

東海支部 T■r!設 立企

画会議

2月 26日 名古屋市 4人 4人 12,000

普及・啓発事業

支部連携事業

東 海 支 部  TAU「 r!

Vect in8 vol-l
3月 27日 名古屋市 20人 20人 60,000

支援■ 協力事業

地域主体のまちづくり推

進事業

平塚駅周辺地区まちづ

くり支援

通 年

平塚駅周辺地

区

50人 200人 2,084.000

支援・協力事業

地域主体のまちづくり推

進 事業

湘南台駅周辺地区まち

づくり支援

通 年

湘南台駅周辺

地区

50人 200メ、 2,081,000

支援・ 脇力事業

まちづくり相談事業

まちづくりli談事業 通 年 WEB 5人
組織代

表者

2人 0

支援・協力事業

能登半島地震復興支援タ

スクフォース

能登半島地震復興支援

タスクフォース会議

(11回 開催 )

4月 ～ 3月 オンライン 13人 36人 0

支援・協力事業

能登半島地震復興支援タ

スクフォース

「能登半島被災地の地

域再生を先導する黒島

地区の地域運営体制づ

くり」 (休 眠預金活用事

業通常枠災害支援コー

ス )

4月 ～ 2月
輪島市黒島地

区

7人 258人 883,930



支援・協力事業 事業内容

総持寺通 り協同組合ヘ

の伴走支援 (受託事業)

実施 日時

9月 ～ 3月

実施場所

輸島市門前地

区

従事
=

の人数

6人

受益対

象範囲

受益対

象人数

4.356

人

支払額

(円 )

0

支援・ 協力事業

能登半島地震復興支援タ

スクフォース

支援・協力事業

休眠預金等活用事業 沖

縄

支援・協力事業

休眠預金等活用事業 能

薔半島復興

住宅修理の相談対応

4月 ～2月

(随時 )

かぞく會館等

3人

(11人 )

258ノ、 4,938.734

休支援・協力事業

眠預金等活用事業 能登

半島復興

将来ビジョンの作成 。合

意形成

4月 ～ 2月 かぞ く會館等

3人

(17人 )

258人 2,871,337

支援・ 協力事業

休眠預金等活用事業 能

登半島復興

伝統 文化の継承活動 4月 ～8月 黒島公民館等

8人

(13人 )

258 人 1,007,153

支援・ 協力事業

休眠預金等活用事業 能

聯半島復興

門前町まちづ リフォー

ラムの開催 (2回 )
5月 ,2月 黒島公民館等 15人

4.356

人

528,962

支援・協力事業

休眠預金等活用事業 能

登半島復興

黒島未来新間の編集r発

`〒

 (4[コ )

5月 ,7月 ,

11月 .2月
かぞく會館等

3人

(17人 )

258ノ、 223,670

支援・ 協力事業

内閣府のコミュニティ防

災事業

三木里防災観光まちづ

くり実行委員会①

2025/9/29 =木里地区内 10人 3人 0

支援・協力事業

内閣府のコミュニティ防

災事業

全 国 ま ちづ く り会議

2025埼 ―E

2025/10/18～

19

埼玉県 (芝浦工

業大学大宮キ

ャンパ ス)

4人 134.020

支援・ 協力す業

内閣府のコミュニティ防

災事業

防災教育観光まちづく

り‖い手養成ワークン

ョップ①

2025/10/10｀

13

三木里地区内 10人 4人 180,060

支援・協力事業 二木里防災観光まちづ 2025 10/27 二木里地区内 10人 3人 0



支援・協力事業 事業内容

くり実行委員会②

実施 日時 実施場所
従事者

の人数

受益対

象範囲

受益対

象人数

支払額

(円 )

内閣府のコミュニティ防

災事業

支援・ 協力事業

内閣府のコミュニティ防

災事業

防災教育観光まちづく

り担い手養成ワークン

ヨンプ②

2025/11/1｀ 3 =木里地区内 12人 6人 372.935

支援・協力事業

内閣府のコミュニティ防

災事業

_木里防災観光まちづ

くり作戦会議①

2025/11/13｀

14

_木 里地区内 6人 1人 30.548

支援・ 協力事業

内閣府のコミュニティ防

災事業

~木
里防災観光まちづ

くり実行委員会③

2025 11/28
~木
里地区内 10人 3人 45,408

支援・ 協力事業

内閣府のコミュニティ防

災事業

先進地区 (宮崎県都農

町)研修

2025/12/6｀8 宮崎県都農町 6人 6人 450,087

支援・ 協力事業

内閣府のコミュニテ ィ防

災事業

■木里防災観光まちづ

くり実行委員会④

2025′ 12/18
~木
里地区内 10人 3人 36.938

支援・ 協力事業

内閣府のコミュニティ防

災事業

三木里防災観光まちづ

くり実行委員会⑤

2025/1/15 二木里地区内 10人 3人 33,758

支援・協力事業

内閣府のコミュニティ防

災事業

防災逃げ地図士地域交

流会

2025/1/18
京都 (経済セン

ター )

ll人 3人 66,658

支援・協力 i業

内閣府のコミュニティ防

災事業

本事業に係る業務委託

費

2025/9/1｀ 20

26/1/31

2人 2人 1.684,000

人材台成

・研修事業

JStRP都 市計画 。まちづ

くり就職相談会

業界説明会・就職相談会

2026
1月 18日 Cityラ ボ東京 15人 40メ、 77,000

職能確立事業 e,ob事 業 通 年 都市計画協 16人 44白 治 44自



支援■ 協力事業 事業内容 実施 日時 実施場所
従事者

の人数

受益対

象範囲

受益対

象人数

支払額

(円 )

cjob事 業

日本都市計画

家協会

`ヽ

担当

部局

治体担

当部局

職能確立事業

認定都市プランナー認

定・登録事業

国際交流事業

国際交流委員会

全まち会議でのセ ッシ

ョン実施

10月 19H 芝浦工大 3人 50メ、 0

国際交流事業

国際交流委員会

     

    

と意 見交

換

11月 25ロ 都 内 1 10人 0

国際交流事業

国際交流委員会

    

の意見交換

1月 23日 都 内 1人 10人 0

国際交流事業

国際交流委員会

     

 

訪問

2026.2.26 ロン ドン 1人 10人 0

情報発信事業

広報・SヽS(′ ンヽフレット.

lDB含 む)

広報・ SNS配 信 通 年 全 国

延べ 24

人

会員・

関係者

540,000

情報発信事業

広報・Sヽ S(バ ンフレット.

WEB含 む)

WBサ イトベージ更新・

改修

2026.2～ 4 オンライ ン 10人 一 般 200,000

情報発信事業

広報誌『 PLAヽ NERS』 発行

107号 まちビト会議特

集 号

R7.7.15 10人 600人 418.000

情報発信事業

広報誌『PLA゛ERS』 発行

108号 能登半島復興支

援特集号

R7.11.25 15人 600人 414,700

情報発1.事 業

広報誌『PLヽ NヽERS」 発行

109号 休眠預金等活用

事業

2026.3.31 25人 600人 499,400

情報発信事業 110号 全国まちづくり R8.5 15人 600人 471.900



支援・協力事業 事業内容

会議 2025 in埼 玉特集

号

実施 日時 実施場所

従事者

の人数

受益対

象範囲

受益対

象人数

支払額

(円 )

広報誌『Pい NヽERS』 発行

情,1発信す葉

メールマガジノ」StRP

じヽ,ド /し ettじ r)の発行

メールマガジン (JSU貯

NEIS/LETTER) `C"発 行

通年 (月 2

回 )

WEB 延 24人
メルマ

ガ会員

1400

人

480,000

情報発{言 夕葉

WEBマ ガジン OヽTEの 運用

W田マガジンЮlEの運用 通 年 WEB
延 べ 6

人

多数 180,000

情報発信事業

」'sカ フェ.JStRP交流会

.1'sカ フェ (グスト

)

2025.2.20 JSLRP 3人 13人 11.654

情報発信事業

J'sカ フェ.JStRP交流会

J.sカ フェ (再
"H発

とま

ちづくり)

※sheredvishinと 共催

2025.6_4 4人 27人 0

情報発信事業

J'sカ フェ.JSじRP交流会

J.sカ フェ (ゲスト:

)

※東急建設コンサルタ

ン トと共催

2026.1.19
東急建設コン

サルタン ト

3人 20'、 0

情報発信事業

J'sカ フェ、JStRP交流会

J.sカ フェ (ゲスト:

)

2026.3.6 JSじ RP 4人 13人 12,224

情報発信事業

J'sカ フェ、JStRP交流会
JSURP交 流会 2025.12.4 JStRP 4人 25人 0

企業懇談会

(2)その他の事業 (事業費の総費用 0千円)
定秋 に記載

された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

2025年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  :'木都市計画家協会

B

正会員会費収入

賛助会員会費収入

学生賛助会員会費収入
法人賛助会員会費収入

4,350,000
1,130.000
5,000

2.670,000

3,250.000

イ寸

受取寄付金
企業寄付・協賛金

調査研究事業

政策提言事業
普及・啓発事業
支援・協力事業
人材育成・研修事業

職能確立事業
国際交流事業

情報発信事業

3
7,110.000

460,000
:3,076,396
528,000
833,000

18,427.172支援・協力事業

4

5
27.117
440,546

受取利息
雑収人

A

従業員給与

賞与
雑給
法定福利費
福利厚生費
退職給付費用

1 9,1人

7,663,903
365,000
228,000
843,325

謝金

旅費交通費
通信費
地代家賃
保険料
水道光熱費
外注費
消耗品費
研究研修費
リース料
支払手数料
管理諸費
広告印刷費
雑費

,9722

257

の

7,022,270
5,491,640
281,962
1,485,528
158,780
48,785

17,774,529
174,081

58,118

16,698
248,039
66,000
330,512

且____________金二__壺L___________上 止__:          利



(1)人件費
事務局長報酬・給料手当
従業員賞与
法定福利費

3,580.11ヽ )

470,0()0

1,138.420

5.188.569

(2)その他経費
謝金
旅費交通費
通信費
交際費
減価償却費
地代家賃
水道光熱費
外注費
消耗品費
租税公課
支払手数料
諸会費
顧間料
リース料

雑費

690,043
367,705
8,600
316,173
2,572,597
74,078
121,000
283.811
23,410

6.618.649

1,81
19

.807.218

2

-1 086 387当 期 常 増 減 額 A B

C

25,953
625.00()特別損失

失

D

D -650
首 期 C

1 |+( -1.737 840,当 期 正 味

l i

業人
立
生 26 799 696

目 )― ( ,―■( 25.061.856:越 正 味 財 1

・・・う

管理慣



書式第 15号‐(法第 28条関係 )

2025年度 貸借対照表
特定非営利活動法人 日本都市計画家協会

現金
預金
前払費用
仮払金
米収金

98.729
21, 179,586
303,730
0

7,480,000

29.062.045

[産合計  ・・・ ( 29,062.04〔)

(1)有形固定資産
車両運搬具
1:具器具備品

2,201.027
306.200
1,894,827

(2)蕪影面更面 重
電話加人権
事務所保証令

1.806.682
149.968
1,656,711

2

の3) その

405.048
50.000

敷金
法人拠出基金

【A】 資 産 合 計 ①+② 33.524.802

負  償 の

用費

金
金

金

払
受

り
受

未
前

預
仮

7,838,895
201,000
388,051
35,000

8.462.946

8.462.94Q)

長期借入金
退職給付引当令

舎 計 (

【B-1

負
B-2 の

正

1

26.799,696

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 8-2】 33.524.802

事 業 報 告 用



2025年 度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

位
=上
菫型二型塵塾=I墜墨童量亘菫墨全_

重要な会計方針
計算書類の作成は、 Юヽ法人会計基準 (2010年7月 20日 2017年 12月 12日 最終改 IFヽ PO法人会計基準協議会)に よつています_

■)棚鎮1資産の評価基準及び評価方法

●)固定資産の減価償却の方法
定額法を採用

3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

`4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

′5)消費税等の会計処理
税込処理によつています

事業別損益の状況
別紙参照

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

式 16

2

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

当法人の正味財産は25,061,856円 ですが、そのうち0円 は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は25.061,856円 です。

算定方法金額内容

期末残高当期減少額期首残高 当期増加額内容

4,000,0004,000,000

4.000.000

備考

令和6年度に使用する補助金

4.000.000

令和5年度官民連携都市再生推,E補助金

合 計

期末帳緯価顛減価償却
=計
頷減少期首取得価額 取得科 目

405.048

306.200
1,894,827

405,048

360.200
1,894,827

0
316, 173316.173

184,026

306,200
2.211,000

221.022

306,200
2211000

2.606,0752.660,075 316,173527.222 316,1732,701,226

有形百歪資産
車両運搬具
什器備品
無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

囲歴藍謳日

当期返済 期末残高当期倍入矛キロ 期首残高

合計

1



役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

科 目
計算書類に計
11された金額

内、役員との取
り|

内.近親者及
び支配法人と
の取弓|

1.684,000

800.000

2.573.900

276,650

599,999

200,000

7.780,000

461,000

50,000

65,000

66,750

14,500

5,065,000

660,000

127,600

5.065,000

800.000

599,999

461,000

50,000

65,000

66,750

1.684,000

2,573,900

276,650

200,000

7,780,000

660,000

127,600

44,500

20.454.399 7.107.749 13.346.650

事

拠 欝

社。 suI SEKKEI

イス含ヮ↑社′
r´―社)アーハ_

||:詈社プライドコク~ン

管理費

従業員給与

(株 )ウ ォークドン トラン
外注費等

(―社)アーバニス ト

活動計算書計

(貸借対照表)

謝金
ル

(株)地域計画連合

貸倍対照表計

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の核分方法

事業毎に実態に即した割合を算出して按分

その他の事業に係る資産の状況



書式第 16号 (法第 28条関係 )

2.事 業別損益の状況   別紙

2025年 度  計算書類の注記

特
=土
営利置動法人 日本都市計画家協会

円

科 日 調査研究・r来 政策提言 .卜業 普及啓発■業 支援協力Ⅲ来
人材育成研修
事業

職能確立 1'薬 国際交流 I来 IH報発信 .ド来 事業部門計 管理部門 合計

8,455,000 8,455,000

3,250,000 3,250,000
17,427,472 1,000,000 18,427,472 18,427,472

8,580,000 214,000 11,965.259 1,607,000 22,366,259 11,1:ヽ 7 22,377,396
158,700 23,331 160,000 3,065 345,096 122,667 467,663

8,580,000 372,700 29,416,062 160,000 2.610,065 41,138,327 ll,838,704 52,977,531

105,000 7,855,750 296,153 8,256,903 4,675,149 12,932,052
843,325 843,325 1,138,420 1.981,745

105,000 8,699,075 296,153 9,100,228 5,813,569 14,913,797

150,000 215,484 6,401,786 240,000 15,000 7,022,270 7,022,270
437,206 35,505 4,821,186 197,743 5,491,640 690,043 6,181,6〔,3

5,060 182,097 94,805 281,962 367,705 649,667
8,600 8,000

1,323.406 162,122 1,485,528 2,572,597 4,058,125
43,926 4.859 48,786 74.078 122,863

19,800 138,980 158,780 158,780
5,500,000 1,246,530 8,500,999 210,000 2,317,000 17,774,529 121,000 17,895,529
2,038 53,804 107,119 11,120 174,081 283,811 457,892

23,440 23,440
58,148 58,148 192,232 250,380

66,000 66,000 66,000
16.698 16,698 16,698

51,065 51,065
54,000 54,000

226,039 22,000 248,039 1,812,281 2,060,320
97,504 84,806 77,000 97,155 366,465 367,797 724,262

6,089,244 l,739,687 21,905,190 77,000 1,039,804 2,332,000 33,102,926 6,618,649 30,301,574

6,089,244 1,844,687 77.000 1.335,957 2.332.000 12,432,218 54,715,371

2,490,756 -1,471,987 -1,188,203 83,000 1,274,108 ｒ

】
-2,332,000 -1.144.326

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
従業員給料
法定福利費

人件費計
(2)その他経費
謝金
旅費交通費
通信費
交際費
地代家賃
水道光熱費
保険料
外注費
消耗品費
租税公課
リース料
研究研修費
広告宣伝費
支払手数料
支払助成金
諸会費
顧問料
雑費他

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 -593,514 -1,737,340

~5画
面硬 司 生 28亜コ



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2025年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本都市計画家協会

29,062,045
現金預金

現金 現金手元有高 東京
現金手元有高 北海道
現金手元有高 福岡
GMOあ おぞらネット
みずほ 神谷町 NPO口
北洋銀行 本L幌駅南口
Mげ Jや|]田 JAヽ PIA
CMOあ おぞらネット会費
みずほ 神田 カレッデロ
みずほ 神谷町 会費口

みず 1■ 神谷町 浜松
GMOあ おぞらネット 緊急支援 11
GMOあ おぞらネット能登支援 口
楽天銀行 逃げ地図■
GMOあ おぞらネット 災害支援ロ
郵便貯金
郵便振替口座

78, 068
661

000
910
691
640
0

900
900

155
58()

0

0

431
276
519
554

.111'1′ i

20,

10,143,

509,

216,

1,ヽ,72.

223.

195,

郵使貯金

前払費用

未収金

2,028,
138,

5.(327,

122,

4月 分家賃 |・ 」ク不動産 303,730

令和 7年度日立駅周辺地区～業務委託 日立市
門前地区まちづくり業務委託費 鰊マス都市建築研究

6.380,000
1,100,000

1 2,201,027

車両運搬具
軽自動車
工具器具備品
黒島コンテナ

306.200

1.891.827

2 形 1,806.682

電話加人権 149,968

1.666.714事務所保証金

3 の 455,048

敷金
トヨタ不動産

法人拠出
,曇
金ラ_バニストヽ ,_

105.018

50,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 33.524.802

金  額   ′1ヽ   計 計



B-1
1

8,462,946
未払費用
H給与

碁lil費ネット費用
  ..

乗li:光熱
:;_ヶティングきI′κ皐消耗品

1苓塁姿賞顧間料

′01,

197,

680
310
292
911

630
977
900

1

60

226,065
23.100

前
零倉
'6年
度分 休眠沖縄収益 201,1)0()

預りるこ
謝金外注
給 与報酬

源泉所得税
源泉所得税

173..4‐ 19

214,602

仮受金
黒島コンテナ頂り金 35,01)0

長期借入金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 8.462.946

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 25.061.856

8.462.9461

固定負櫃



書式第 18号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

2025年 度年間役員名簿 (■●栞年度において役員であったことがある全員の民名及び住所又は居所並びに

これらの■についての前事彙年よにおける■日の有鮨を2●した名簿)

特定非営利活動法人 日本都市計画家協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

√

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

ご

2 役員一覧

役 名
(フ リガナ) 前事業年度内

の就任期間

報目を受けた期間

(蹟当者のみに記入)
氏  名

理事
ヤマモト トシヤ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日山本 俊哉

理事
タカナベ ツヨシ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日高鍋 岡」

理事
サカイ タケル 2025年4月 1日

2026年 3月 31日坂井 猛

■
４ 理事

エダ リュウゾウ 2025年 4月 1日

2026年 3月 31日江 田 隆三

理事

ハラ タクヤ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日原  拓也

´
０ 理事

キムラ シズカ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日木村 静

理事

マキ アツシ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日牧  敦司

０
● 理事

チバ ヨウコ 2025年4月 1日

2026年3月 31日千葉 葉子

理事
アンドウ ヒロユキ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日安藤 裕之

10 理事
イノウエ マサコ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日井上 雅子



(フ リガナ) 前事業年度内

の就任期間

報目を受けた期日

(臓当■のみに記入)役 名
氏  名

ウチヤマ ススム
理事
内山  征

2025年4月 1日

2026年 3月 31日

ウンノ ヨシユキ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日

つ

こ 理事
海野 芳幸

カトウ タカアキ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日
理事
加藤 孝明
ヽ
ミ力 ヤ

ヽ
ミいア

ヒ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日
′
４ 理事

神谷 秀美
キム ミンスク 2025年4月 1日

2026年3月 31日金 攻淑  
15 理事

クボ トオル 2025年 4月 1日

2026年 3月 31日
16 理事

久保 亨

コイズ ミ ヒデキ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日
17 理事

小泉 秀樹

コバヤシ マサキ 2025年 4月 1日

2026年 3月 31日
18 理事

小林 真幸
コンドウ ヨウスケ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日近藤 洋介
Ｏ

´ 理事

サイトウ チカコ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日
20 理事

齋藤 智香子

ソノダ サトシ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日園田  聡
21 理事

スズキ シュンジ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日
22 理事

鈴木 俊 =ι、

タカノ テツヤ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日
う
０

，

一 理事
高野 哲矢

夕ニムラ アキコ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日
′
”
ウ
‘ 理事

谷村 晃子

ナカガワ サ トシ 2025年 4月 1日

2026年 3月 31日
25 理事

中川 智之

■
■

(2頁 )



役 名
(フ リガナ) 前事業年度内

の就任期間

綱目を受けた用ロ

(菫当者のみに記入)
氏  名

26 理事
ナカニシ マサ ヒコ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日中西 正彦

27 理事
ナガノ ヒロカズ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日長野 博―

28 理事
ノダ アキヒロ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日野田 明宏

29 理事
ハセガワ リュウゾウ 2025年4月 1日

2026年3月 31日長谷川 隆

30 理事
ヒジ トオル 2025年4月 1日

2026年 3月 31日腎 徹

31 理事
ヒライ カズホ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日平井 一歩

32 理事
ヒラシタ タカヒロ 2025年 4月 1日

2026年 3月 31日平下 貴博

う
０
う
０ 理事

ホリエ ユウスケ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日堀江 佑典

34 理事
マスオ  コウスケ

 

2025年 4月 1日

2026年 3月 31日益尾 孝祐

35 理事
ミウラ ユ リ 2025年 4月 1日

2026年 3月 31日三浦 由理

´
０
う
０ 理事

モロオカ ユウイチロウ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日諸岡 勇一郎

37 理事
ヤグチ テツヤ 2025年 4月 1日

2026年 3月 31日矢口 哲也

38 理事
ヤストミ ケイ 2025年4月 1日

2026年3月 31日安富 啓

39 理事
ヤマモト カズマ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日山本 一馬

ハ
Ｕ
′
４ 理事

ワタライ セイジ 2025年4月 1日

2026年 3月 31日渡會 清治

(3頁 )



(フ リガナ)
役 名

前事業年度内

の就任期間

報目を受けた期間

(餞当者のみに記入)
氏  名

イシカワ タケオ
41 監事

石川 岳男

2025年4月 1日

2026年 3月 31日

タジマ ヤスシ
42 監事

田島 泰

2025年4月 1日

2026年 3月 31日

■
■

―

―

―

―

―

―

―

―

(4頁 )



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立 。事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人日本都市計画家協会

氏   名

1

山本 俊哉

2

安藤 裕之

3

内山 征

4

高鍋 剛

5

鈴木 俊治

6

原 拓也

7

斎藤 智香子

8

千葉 葉子

9

木村 静

10

渡會 清治

11

12




